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(57)【要約】
【課題】温度サイクル下において半導体素子と外部電極
との間をダイレクトリードボンディング方式により接合
している接合部での異常発生が十分に抑制されている半
導体装置を提供する。
【解決手段】第１主面１Ａ（第１面）を有する半導体素
子１と、第１面に面する第４主面２Ｂ（第２面）を有す
る外部電極２と、半導体素子１の第１面と外部電極２の
第２面との間に配置されており、第１面に面する第６主
面３Ｂ（第３面）と、第３面の反対側に位置し、かつ第
２面に面する第５主面３Ａ（第４面）とを有する緩衝部
材３と、第１面と第３面とを接合している第１接合部材
１１と、第２面と第４面とを接合している第２接合部材
１２とを備える。緩衝部材３の熱膨張率は半導体素子１
の熱膨張率と外部電極２の熱膨張率との間の値である。
緩衝部材３の第３面および第４面の各面積は半導体素子
１の第１面の面積の半分未満である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１面を有する半導体素子と、
　前記第１面に面する第２面を有する外部電極と、
　前記半導体素子の前記第１面と前記外部電極の前記第２面との間に配置されており、前
記第１面に面する第３面と、前記第３面の反対側に位置し、かつ前記第２面に面する第４
面とを有する緩衝部材と、
　前記第１面と前記第３面とを接合している第１接合部材と、
　前記第２面と前記第４面とを接合している第２接合部材とを備え、
　前記緩衝部材の熱膨張率は、前記半導体素子の熱膨張率と前記外部電極の熱膨張率との
間の値であり、
　前記緩衝部材の前記第３面および前記第４面の各面積は、前記半導体素子の前記第１面
の面積の半分未満である、半導体装置。
【請求項２】
　前記第３面および前記第４面の各面積は、前記半導体素子の前記第１面の面積の４％以
上４５％以下である、請求項１に記載の半導体装置。
【請求項３】
　前記第３面および前記第４面の平面形状は、４辺と前記４辺の間を繋ぐ角部とからなる
矩形状であって、前記角部が丸みを帯びており、
　前記角部の曲率半径の下限は０．５ｍｍであり、
　前記角部の前記曲率半径の上限は前記角部で接続されている２辺のうちの短辺の長さの
半分である、請求項１または請求項２に記載の半導体装置。
【請求項４】
　前記第３面および前記第４面の平面形状は、円形状または楕円形状である、請求項１ま
たは請求項２に記載の半導体装置。
【請求項５】
　前記半導体素子の熱膨張率は、前記外部電極の熱膨張率よりも小さく、
　前記緩衝部材は、前記第３面を有する第１緩衝部と、前記第３面に垂直な方向において
前記第１緩衝部上に形成されておりかつ前記第４面を有する第２緩衝部とを含み、
　前記第１緩衝部の熱膨張率は、前記第２緩衝部の熱膨張率よりも小さい、請求項１～請
求項４のいずれか１項に記載の半導体装置。
【請求項６】
　前記緩衝部材の熱膨張率は、前記半導体素子の熱膨張率と前記外部電極の熱膨張率との
平均値の－３０％以上＋２０％以下の数値範囲に入る、請求項１～請求項５のいずれか１
項に記載の半導体装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体装置に関し、特に半導体素子と外部電極とがダイレクトリードボンデ
ィング方式により接合されている半導体装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般的に半導体装置は、半導体素子の表面電極部が外部電極（外部端子）を介して半導
体装置の外部と電気的に接続可能に設けられている。従来、半導体素子の表面電極部と外
部電極（外部端子）との接続方式として、例えばワイヤボンディング方式およびダイレク
トリードボンディング方式が知られている。
【０００３】
　ダイレクトリードボンディング方式では、半導体素子の表面電極部と外部電極としての
リードフレームとがはんだなどの接合材を介して直接接合される。一般的に、ダイレクト
リードボンディング方式では、半導体素子と熱膨張率の差が大きい材料で構成されている
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リードフレームが使用される。半導体装置が温度サイクルに曝されたとき等に、半導体素
子とリードフレームとの熱膨張率の差に起因して生じる応力は、これらの間を接合する接
合材または表面電極部にクラックを生じさせたり、接合材と半導体素子またはリードフレ
ームとの間の剥離を生じさせる。
【０００４】
　特開２００５‐１９６９４号公報には、ダイレクトリードボンディング方式により接合
されたＳｉチップの電極部と端子部との接合部において、温度サイクルによる破損発生を
抑制するため、電極部と端子部との間に応力緩衝部が挿入されたパワーモジュールが開示
されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００５－１９６９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、例えばワイドバンドギャップ半導体からなるパワー半導体素子を備える
半導体装置など要求される最大動作温度が比較的高い半導体装置では、使用に際し、パワ
ー半導体素子と外部電極との間をダイレクトリードボンディング方式により接合している
接合部に生じる応力も大きくなる。このような半導体装置は、特開２００５‐１９６９４
号公報に記載の構成を採用しても、接合部に生じる応力を十分に抑制してすることが困難
であり、当該接合部においてクラックまたは剥離などの異常発生を抑制することが困難で
ある。
【０００７】
　本発明は、上記のような課題を解決するためになされたものである。本発明の主たる目
的は、使用に際して生じる温度サイクル下において、半導体素子と外部電極との間をダイ
レクトリードボンディング方式により接合している接合部での異常発生が十分に抑制され
ている半導体装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係る半導体装置は、第１面を有する半導体素子と、第１面に面する第２面を有
する外部電極と、半導体素子の第１面と外部電極の第２面との間に配置されており、第１
面に面する第３面と、第３面の反対側に位置し、かつ第２面に面する第４面とを有する緩
衝部材と、第１面と第３面とを接合している第１接合部材と、第２面と第４面とを接合し
ている第２接合部材とを備える。緩衝部材の熱膨張率は、半導体素子の熱膨張率と外部電
極の熱膨張率との間の値であり、緩衝部材の第３面および第４面の各面積は、半導体素子
の第１面の面積の半分未満である。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、使用に際して生じる温度サイクル下において、半導体素子と外部電極
との間をダイレクトリードボンディング方式により接合している接合部での異常発生が十
分に抑制されている半導体装置を提供する。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】実施の形態１に係る半導体装置を示す断面図である。
【図２】実施の形態１に係る半導体装置の半導体素子、外部電極、および緩衝部材の相対
的な位置関係を示すための平面図である。
【図３】実施の形態１に係る半導体装置の半導体素子および緩衝部材の相対的な位置関係
を示すための平面図である。
【図４】実施の形態１に係る半導体装置の変形例を示す平面図である。
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【図５】実施の形態１に係る半導体装置の変形例を示す平面図である。
【図６】実施の形態２に係る半導体装置を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、図面を参照して、本発明の実施の形態について説明する。なお、以下の図面にお
いて同一または相当する部分には同一の参照番号を付し、その説明は繰返さない。
【００１２】
　（実施の形態１）
　＜半導体装置の構成＞
　図１および図２を参照して、実施の形態１に係る半導体装置１００について説明する。
半導体装置１００は、半導体素子１、外部電極２、緩衝部材３、ＤＢＣ（Ｄｉｒｅｃｔ　
Ｂｏｎｄ　Ｃｏｐｐｅｒ）４、および金属ベース板５と、これらの部材間を接合する接合
部材１１，１２，１３，１４とを備える。図１は、半導体装置１００の断面図である。図
２は、半導体素子１、外部電極２、および緩衝部材３の相対的な位置関係を示す平面図で
ある。図２において、半導体装置１００を構成する他の部材は図示しない。以下熱膨張率
（線膨張係数）の値を示している箇所では、×１０-6を省略して記載している。
【００１３】
　半導体素子１は、第１主面１Ａ（第１面）と、第１主面１Ａの反対側に位置する第２主
面１Ｂとを有している。第１主面１Ａの少なくとも一部上には、図示しない表面電極が形
成されている。表面電極を含む第１主面１Ａの一部領域は、後述する第１接合部材１１を
介して緩衝部材３の第６主面３Ｂ（第３面）と接合されている。第１接合部材１１と接合
されている第１主面１Ａの一部領域は、第１主面１Ａ上において、任意の場所に形成され
得るが、好ましくは半導体素子１の第１主面１Ａの外周端部よりも内側に位置する領域上
に形成されている。第２主面１Ｂは、後述する第３接合部材１３を介してＤＢＣ４の第７
主面４Ａと接合されている。半導体素子１の熱膨張率（線膨張係数）αは、例えば３以上
５以下程度である。半導体素子１は、任意の半導体材料で構成された任意の半導体素子で
あればよいが、例えばＳｉまたはＳｉＣからなるＩＧＢＴ（Ｉｎｓｕｌａｔｅｄ　Ｇａｔ
ｅ　Ｂｉｐｏｌａｒ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）、ＭＯＳＦＥＴ（Ｍｅｔａｌ　Ｏｘｉｄｅ
　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ　Ｆｉｅｌｄ　Ｅｆｆｅｃｔ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）、
ダイオードなどである。
【００１４】
　外部電極２は、第３主面２Ａと、第３主面の反対側に位置する第４主面２Ｂ（第２面）
とを有している。第４主面２Ｂは、半導体素子１の第１主面１Ａ（第１面）に面している
。第４主面２Ｂの一部領域は、後述する第１接合部材１１を介して緩衝部材３と接合され
ている。外部電極２の当該一部領域は、例えば第４主面２Ｂの外周端部よりも内側に位置
している。外部電極２を構成する材料は、導電性を有する任意の材料であればよいが、例
えば銅（Ｃｕ）またはアルミニウム（Ａｌ）を含んでいる。外部電極２の熱膨張率（線膨
張係数）αは、例えば１７以上２１以下程度である。外部電極２の熱膨張率は、半導体素
子１の熱膨張率よりも大きい。
【００１５】
　緩衝部材３は、第５主面３Ａ（第４面）と、第５主面３Ａの反対側に位置する第６主面
３Ｂ（第３面）とを有している。第６主面３Ｂは、半導体素子１の第１主面１Ａ（第１面
）に面している。第５主面３Ａは、外部電極２の第４主面２Ｂ（第２面）に面している。
緩衝部材３の熱膨張率は、半導体素子１の熱膨張率と外部電極２の熱膨張率との間の値で
あり、具体的には、半導体素子１の熱膨張率よりも大きく外部電極２の熱膨張率よりも小
さい。好ましくは、緩衝部材３の熱膨張率は、半導体素子１の熱膨張率および外部電極２
の熱膨張率の平均値の－３０％以上＋２０％以下（平均値の７０％以上１２０％以下）の
値である。異なる観点から言えば、緩衝部材３の熱膨張率は、半導体素子１の熱膨張率と
外部電極２の熱膨張率との中間値の－３０％以上＋２０％以下の値であるのが好ましい。
【００１６】
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　緩衝部材３を構成する材料は、その熱膨張率が半導体素子１の熱膨張率と外部電極２の
熱膨張率との間の値を示し、かつ導電性を有する任意の材料であればよく、例えばＣＩＣ
（Ｃｏｐｐｅｒ　Ｉｎｖａｒ　Ｃｏｐｐｅｒ）や銅モリブデン（ＣｕＭｏ）、クロム銅（
ＣｕＣｒ）などの合金である。上述のように、緩衝部材３の第６主面３Ｂは、第１接合部
材１１を介して半導体素子１の第１主面１Ａと接合されている。緩衝部材３の第５主面３
Ａは、第２接合部材１２を介して外部電極２の第４主面２Ｂと接合されている。すなわち
、半導体素子１と外部電極２とは、第１接合部材１１、緩衝部材３および第２接合部材１
２を介して接合されている。なお、半導体装置１００を第１主面１Ａに垂直な方向から平
面視したときに、第５主面３Ａおよび第６主面３Ｂは、例えば、第１接合部材１１および
第２接合部材１２の周囲に露出していない。
【００１７】
　図２を参照して、緩衝部材３は、第５主面３Ａおよび第６主面３Ｂ（図１参照）に垂直
な方向から半導体装置１００（図１参照）を平面視したときに、第５主面３Ａおよび第６
主面３Ｂの外周端部が半導体素子１および外部電極２の各外周端部よりも内側に配置され
ている。
【００１８】
　緩衝部材３の第６主面３Ｂ（第３面）の面積は、半導体素子１の第１主面１Ａ（第１面
）の面積の半分未満である。緩衝部材３の第６主面３Ｂの面積は、好ましくは第１主面１
Ａの面積の３％以上４６％以下であり、より好ましくは第１主面１Ａの面積の４％以上４
５％以下である。緩衝部材３の第５主面３Ａ（第４面）の面積は、半導体素子１の第１主
面１Ａの面積の半分未満である。緩衝部材３の第５主面３Ａの面積は、好ましくは第１主
面１Ａの面積の３％以上４６％以下であり、より好ましくは第１主面１Ａの面積の４％以
上４５％以下である。緩衝部材３は、任意の構造を有していればよいが、例えば図１に示
されるように直方体形状を有している。すなわち、第５主面３Ａと第６主面３Ｂとは、例
えば図２に示されるように平面形状が矩形状であり、かつ面積が互いに等しい。
【００１９】
　ＤＢＣ４は、第７主面４Ａと、第７主面４Ａの反対側に位置する第８主面４Ｂとを有し
ている。ＤＢＣ４は、第７主面４Ａを有する銅部材４１と、第８主面４Ｂを有する銅部材
４２と、セラミックス基板４３とを含む。ＤＢＣ４は、銅部材４１と銅部材４２とが第７
主面４Ａに垂直な方向においてセラミックス基板４３を挟むように積層された構造を有し
ている。銅部材４１，４２は、例えば、半導体素子１の第２主面１Ｂに面するセラミック
ス基板４３の表面上および金属ベース板５の第９主面５Ａに面するセラミックス基板４３
の表面上に形成された配線パターンとして構成されている。セラミックス基板４３を構成
する材料は、電気的絶縁性を有している任意の材料であればよいが、例えば、窒化珪素、
窒化アルミニウムまたはアルミナ等の高熱伝導性の板材を使用することができる。上述の
ように、第７主面４Ａは、後述する第３接合部材１３を介して半導体素子１の第２主面１
Ｂと接合されている。第８主面４Ｂは、後述する第４接合部材１４を介して金属ベース板
５の第９主面５Ａと接合されている。
【００２０】
　金属ベース板５は、第９主面５Ａと、第９主面５Ａの反対側に位置する第１０主面５Ｂ
とを有している。上述のように、第９主面５Ａは、第４接合部材１４を介してＤＢＣ４の
第８主面４Ｂと接合されている。金属ベース板５を構成する材料は、任意の金属材料であ
ればよいが、例えばＣｕまたはＡｌを含む。この金属ベース板５を介して、冷却機構に接
続してもよいし、また、この金属ベース板５自体が冷却機構であることもある。
【００２１】
　第１接合部材１１は、上述のように、半導体素子１において表面電極を含む第１主面１
Ａの一部領域と緩衝部材３の第６主面３Ｂとを接合している。第２接合部材１２は、上述
のように、外部電極２の第４主面２Ｂの一部領域と緩衝部材３の第５主面３Ａとを接合し
ている。第３接合部材１３は、上述のように、半導体素子１の第２主面１ＢとＤＢＣ４の
第７主面４Ａとを接合している。第４接合部材１４は、上述のように、ＤＢＣ４の第８主
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面４Ｂと金属ベース板５の第９主面５Ａとを接合している。第１接合部材１１、第２接合
部材１２、第３接合部材１３、および第４接合部材１４を構成する材料は、例えば錫（Ｓ
ｎ）とＣｕとを含むＳｎ－Ｃｎはんだなどであってもよいし、Ｓｎ－銀（Ａｇ）－Ｃｕは
んだや、ニッケル（Ｎｉ）やアンチモン（Ｓｂ）が添加されたはんだなどであってもよい
し、ＡｇまたはＣｕなどを含む合金材料であってもよいし、ろう材であってもよい。
【００２２】
　半導体素子１において、第１接合部材１１を介して緩衝部材３の第６主面３Ｂと接合さ
れている第１主面１Ａの一部領域の面積は、第１主面１Ａの面積の半分未満である。第１
主面１Ａの当該一部領域の面積は、好ましくは第１主面１Ａの面積の３％以上４６％以下
であり、より好ましくは第１主面１Ａの面積の４％以上４５％以下である。外部電極２に
おいて、第２接合部材１２を介して緩衝部材３の第５主面３Ａと接合されている第４主面
２Ｂの一部領域の面積は、半導体素子１の第１主面１Ａの面積の半分未満である。第４主
面２Ｂの当該一部領域の面積は、好ましくは第１主面１Ａの面積の３％以上４６％以下で
あり、より好ましくは第１主面１Ａの面積の４％以上４５％以下である。
【００２３】
　＜半導体装置の製造方法＞
　実施の形態１に係る半導体装置１００の製造方法は、ダイレクトボンディング方式を用
いた周知の半導体装置の製造方法と基本的に同様の工程を備えている。半導体装置１００
の製造方法は、例えば、半導体素子１、外部電極２、緩衝部材３、ＤＢＣ４、および金属
ベース板５が準備される工程と、半導体素子１の第１主面１Ａの一部領域と緩衝部材３の
第６主面３Ｂとが第１接合部材１１を介して接合される工程と、外部電極２の第４主面２
Ｂの一部領域と緩衝部材３の第５主面３Ａとが第２接合部材１２を介して接合される工程
と、半導体素子１の第２主面１ＢとＤＢＣ４の第７主面４Ａとが第３接合部材１３を介し
て接合される工程と、ＤＢＣ４の第８主面４Ｂと金属ベース板５の第９主面５Ａとが第４
接合部材１４を介して接合される工程とを備える。準備する工程では、半導体素子１の第
１主面１Ａの面積の半分未満の面積である第５主面３Ａおよび第６主面３Ｂを有する緩衝
部材３が準備される。半導体素子１の第１主面１Ａの一部領域と緩衝部材３の第６主面３
Ｂとが第１接合部材１１を介して接合される工程、および外部電極２の第４主面２Ｂの一
部領域と緩衝部材３の第５主面３Ａとが第２接合部材１２を介して接合される工程は、第
１主面１Ａの上記一部領域および第４主面２Ｂの上記一部領域の各面積が第１主面１Ａの
面積の半分未満となるように、実施される。このようにして、半導体装置１００が製造さ
れる。
【００２４】
　＜半導体装置の作用効果＞
　半導体装置１００は、第１主面１Ａ（第１面）を有する半導体素子１と、第１主面１Ａ
に面する第４主面２Ｂ（第２面）を有する外部電極２と、半導体素子１の第１主面１Ａと
外部電極２の第４主面２Ｂとの間に配置されており、第１主面１Ａに面する第６主面３Ｂ
（第３面）と、第６主面３Ｂの反対側に位置し、かつ第４主面２Ｂに面する第５主面３Ａ
（第４面）とを有する緩衝部材３と、第１主面１Ａと第６主面３Ｂとを接合している第１
接合部材１１と、第４主面２Ｂと第５主面３Ａとを接合している第２接合部材１２とを備
える。緩衝部材３の熱膨張率は、半導体素子１の熱膨張率と外部電極２の熱膨張率との間
の値である。緩衝部材３の第５主面３Ａおよび第６主面３Ｂの各面積は、半導体素子１の
第１主面１Ａの面積の半分未満である。
【００２５】
　そのため、半導体装置１００は、半導体素子１と外部電極２との熱膨張率の差に起因し
て、これらとこれらの間を接合している第１接合部材１１および第２接合部材１２とに印
加され得る熱応力が、緩衝部材３を備えていない半導体装置と比べて低減され得る。その
ため、半導体素子１、外部電極２、第１接合部材１１および第２接合部材１２は、クラッ
クまたは剥離などの異常の発生が抑制されている。
【００２６】



(7) JP 2017-191846 A 2017.10.19

10

20

30

40

50

　さらに、半導体装置１００は、緩衝部材３の第５主面３Ａおよび第６主面３Ｂの各面積
が半導体素子１の第１主面１Ａの面積の半分未満である。そのため、半導体装置１００は
、緩衝部材３の第５主面３Ａおよび第６主面３Ｂの各面積が半導体素子１の第１主面１Ａ
の面積の半分以上である従来の半導体装置と比べて、半導体素子１に印加され得る熱応力
はさらに低減され得る。
【００２７】
　また、半導体装置１００は、緩衝部材３の第５主面３Ａおよび第６主面３Ｂの各面積が
半導体素子１の第１主面１Ａの面積の半分未満である。そのため、半導体装置１００は、
緩衝部材３の第５主面３Ａおよび第６主面３Ｂの各面積が半導体素子１の第１主面１Ａの
面積の半分以上である従来の半導体装置と比べて、第１接合部材１１および第２接合部材
１２中に空隙が生じる確率を低くすることができる。第１接合部材１１および第２接合部
材１２に生じた空隙は、半導体素子１と第１接合部材１１との接触面積および外部電極２
と第２接合部材１２との接触面積を減少させる。そのため、空隙の発生確率が高い従来の
半導体装置は、それぞれの部材間での放熱性および接合強度の低下が引き起こされるリス
クが高い。また、空隙の発生確率が高い従来の半導体装置は、半導体素子と外部電極との
間に所定の電流密度の電流が流れることにより、両者を接合する接合材が発熱して当該接
合材の信頼性の低下が引き起こされ、半導体装置の信頼性の低下が引き起こされる。これ
に対し、半導体装置１００は、第１接合部材１１および第２接合部材１２中に空隙が生じ
る確率が低い。そのため、半導体装置１００は、上記のような従来の半導体装置と比べて
、空隙に伴う放熱性、接合強度、および信頼性の低下が抑制されている。
【００２８】
　さらに、半導体装置１００は、緩衝部材３の第５主面３Ａおよび第６主面３Ｂの各面積
が半導体素子１の第１主面１Ａの面積の４５％以下である。そのため、半導体装置１００
は、上記のような従来の半導体装置と比べて、第１接合部材１１および第２接合部材１２
中に空隙が生じる確率をさらに低くすることができる。
【００２９】
　また、半導体装置１００は、緩衝部材３の第５主面３Ａおよび第６主面３Ｂの各面積が
半導体素子１の第１主面１Ａの面積の４％以上である。緩衝部材３の第５主面３Ａおよび
第６主面３Ｂの各面積が半導体素子１の第１主面１Ａの面積の４％未満である半導体装置
は、１つの半導体素子当たりの電流密度が高くなって半導体素子が破壊され易くなる。こ
のような半導体装置であっても１つの半導体素子当たりの電流密度を低下させることで半
導体素子の破壊は抑制され得るが、半導体装置を動作させるために必要な電流密度を確保
するために必要な半導体素子数が増えることになり、製造コストの増大や半導体装置の大
型化を招くことになる。これに対し、半導体装置１００は、１つの半導体素子当たりの電
流密度を低下させる必要がないため、製造コストの増大や大型化が抑制されながらも、第
１接合部材１１および第２接合部材１２の信頼性の低下、および半導体素子１の破壊など
が抑制されている。
【００３０】
　半導体装置１００は、緩衝部材３の熱膨張率が半導体素子１の熱膨張率および前記外部
電極の熱膨張率の平均値に近いほど、半導体素子１、外部電極２、第１接合部材１１およ
び第２接合部材１２に印加され得る熱応力が当該緩衝部材３によってより効果的に低減さ
れ得る。半導体素子１を破壊しないことを優先すると、平均値よりは半導体素子１の熱膨
張率に近いほうがよりよい。そのため、緩衝部材３の熱膨張率が半導体素子１の熱膨張率
と外部電極の熱膨張率との平均値の－３０％以上＋２０％以内の数値範囲内に入るのであ
れば、緩衝部材３の熱膨張率が半導体素子１の熱膨張率および前記外部電極の熱膨張率の
平均値の７０％未満または当該平均値の１２０％超えである場合と比べて、上記熱応力を
より効果的に低減することができる。
【００３１】
　本発明者らは、半導体素子１の第１主面１Ａの面積に対する緩衝部材３の第５主面３Ａ
および第６主面３Ｂの各面積の比率が異なる複数の半導体装置を試験サンプルとして作成
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し、これらに対し温度サイクル試験を実施した。各試験サンプルは、ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥ
Ｔからなる半導体素子（熱膨張率α＝４．６）、Ｃｕからなる外部電極（α＝１６．８）
、ＣＩＣからなる緩衝部材（α＝８．４～１１）、Ｓｎ－Ｃｕはんだからなる第１接合部
材および第２接合部材、セラミックス基板を構成する材料がＳＮであるＤＢＣ、およびＣ
ｕからなる金属ベース板を備えるものとした。各試験サンプルは、上記比率が２以上５５
以下の範囲で異なる値を有するものとした。なお、各試験サンプルにおける緩衝部材の上
記平面形状は矩形状とした。
【００３２】
　温度サイクル試験は、各試験サンプルに対して、－４０℃以上１５０℃以下の温度サイ
クル、を２０００回繰り返すことにより実施した。温度サイクル試験後の各試験サンプル
の半導体素子、外部電極、緩衝部材、第１接合部材、および第２接合部材に、クラックお
よび剥離などの異常の有無を評価した。評価結果を、表１に示す。表１では、半導体素子
１の第１主面１Ａの面積に対する緩衝部材３の第５主面３Ａおよび第６主面３Ｂの各面積
の比率を、単に面積比率と示す。なお、温度サイクル試験条件はこれに限られるわけでは
なく、温度サイクル試験は、この製品を使用される環境により異なり、たとえば－５５℃
～－３５℃以上１２５℃～２００℃以下の温度サイクルを１０００から３０００回サイク
ル繰り返し加えてもよい。
【００３３】
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【表１】

【００３４】
　表１において、異常が確認されなかった試験サンプルを○、異常が確認された試験サン
プルを×、異常が確認されたが異常の程度が従来の半導体装置と比べて改善されていた試
験サンプルを△と示す。表１に示されるように、半導体素子１の第１主面１Ａの面積に対
する緩衝部材３の第５主面３Ａおよび第６主面３Ｂの各面積の比率が５０％未満である試
験サンプルは、５０％以上である試験サンプルと比べて、基本的に良好な結果が得られた
。上記比率が３％以上４６％以下とした試験サンプル２～１０は、異常が確認されなかっ
たか、異常が確認されたが異常の程度が従来の半導体装置と比べて改善されていた。上記
比率が４％以上４５％以下とした試験サンプル３～９は、異常が確認されなかった。上記
温度サイクル試験の結果から、上記比率が５０％未満である半導体装置１００は、上記比
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率が５０％超えである従来の半導体装置と比べて温度サイクル下における半導体素子１と
外部電極２とを接合する接合部での異常発生が抑制されていることが確認された。上記比
率が３％以上４６％以下である半導体装置１００は、上記比率が５０％超えである従来の
半導体装置と比べて温度サイクル下における半導体素子１と外部電極２とを接合する接合
部での異常発生が抑制されていることが確認された。さらに、上記比率が４％以上４５％
以下である半導体装置１００は、温度サイクル下における半導体素子１と外部電極２とを
接合する接合部での異常発生がより効果的に抑制されていることが確認された。
＜変形例＞
　半導体装置１００において、半導体素子１の熱膨張率は外部電極２の熱膨張率よりも大
きくてもよい。この場合にも、緩衝部材３の熱膨張率は、半導体素子１の熱膨張率と外部
電極２の熱膨張率との間の値であればよく、外部電極２の熱膨張率よりも大きく半導体素
子１の熱膨張率よりも小さければよい。このような構成を備える半導体装置であっても、
半導体素子１の第１主面１Ａの面積に対する緩衝部材３の第５主面３Ａおよび第６主面３
Ｂの各面積の比率を５０％未満であることにより、上述した半導体装置１００と同様の効
果を奏することができる。
【００３５】
　半導体装置１００において、緩衝部材３の第５主面３Ａ（第４面）および第６主面３Ｂ
（第３面）の平面形状は矩形状に限られるものでは無い。図３を参照して、緩衝部材３の
第５主面３Ａおよび第６主面３Ｂの平面形状は、例えば多角形状であってもよい。このよ
うな緩衝部材３を備える半導体装置であっても、半導体装置１００と同様の効果を奏する
ことができる。
【００３６】
　図４（ａ）および（ｂ）を参照して、緩衝部材３の第５主面３Ａ（第４面）および第６
主面３Ｂ（第３面）の平面形状は、例えば略矩形状または略多角形状であって、角部が丸
みを帯びていてもよい。言い換えると、緩衝部材３の第５主面３Ａ（第４面）および第６
主面３Ｂ（第３面）の平面形状は、例えば４辺と４辺の間を繋ぐ角部とからなる矩形状で
あって、角部が丸みを帯びていてもよい。また、該平面形状は、例えば４つ以上の辺と、
各辺間を繋ぐ角部とからなる多角形状であって角部が丸みを帯びていてもよい。当該角部
の曲率半径は、好ましくは０．５ｍｍ以上、角部で接続されている２辺のうちの短辺の長
さの半分以下である。このようにすれば、半導体装置が温度サイクルに曝された際に、半
導体素子１と外部電極２との熱膨張率の差に起因して緩衝部材３の上記角部と接合されて
いる第１接合部材１１および第２接合部材１２の一部分に印加される熱応力を低減するこ
とができる。その結果、実施の形態２に係る半導体装置は、第５主面３Ａ（第４面）およ
び第６主面３Ｂ（第３面）の平面形状が矩形状である半導体装置１００と比べて、温度サ
イクル下における半導体素子１と外部電極２とを接合する接合部での異常発生がより効果
的に抑制されている。
【００３７】
　図５（ａ）および（ｂ）を参照して、緩衝部材３の第５主面３Ａ（第４面）および第６
主面３Ｂ（第３面）の平面形状は円形状または楕円形状であってもよい。このようにして
も、半導体装置が温度サイクルに曝された際に、半導体素子１と外部電極２との熱膨張率
の差に起因して緩衝部材３と接合されている第１接合部材１１および第２接合部材１２の
一部分に熱応力が集中することを抑制することができる。その結果、実施の形態２に係る
半導体装置は、第５主面３Ａ（第４面）および第６主面３Ｂ（第３面）の平面形状が矩形
状である半導体装置１００と比べて、温度サイクル下における半導体素子１と外部電極２
とを接合する接合部での異常発生がより効果的に抑制されている。図４（ｂ）および図５
（ｂ）を参照して、緩衝部材３は、例えば長軸と短軸または長辺と短辺とを有する平面形
状を有している場合、長軸または長辺が外部電極２の長手方向に沿うように配置されてい
てもよい。
【００３８】
　また、半導体装置１００は、少なくとも半導体素子１、外部電極２、緩衝部材３、第１
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接合部材１１および第２接合部材１２を備えていればよい。半導体装置１００は、ＤＢＣ
４および金属ベース板５を備えていなくてもよい。半導体装置１００は、温度サイクル下
においても緩衝部材３を介して半導体素子１と外部電極２との間を接合している第１接合
部材１１および第２接合部材１２での異常発生が十分に抑制されている。また、半導体装
置１００は、ＤＢＣ４に代えて、第１主面１Ａに垂直な方向への電気的絶縁性を有してい
るとともに高い熱伝導性を有している任意の部材を備えていてもよい。
【００３９】
　（実施の形態２）
　次に、図６を参照して、実施の形態２に係る半導体装置について説明する。実施の形態
２に係る半導体装置は、基本的には実施の形態１に係る半導体装置と同様の構成を備える
が、緩衝部材３が複数の緩衝部３１，３２，３３の積層体として構成されている点で異な
る。
【００４０】
　緩衝部材３は、緩衝部３１，３２，３３を含む。緩衝部３１，３２，３３は、第５主面
３Ａおよび第６主面３Ｂに垂直な方向において、積層されている。緩衝部３１は、第６主
面３Ｂを有しており、第１接合部材１１を介して半導体素子１と接合されている。緩衝部
３３は、第５主面３Ａを有しており、第２接合部材１２を介して外部電極２と接合されて
いる。緩衝部３２は、緩衝部３１と緩衝部３３との間に配置されている。緩衝部３２は、
緩衝部３１において第６主面３Ｂと反対側に位置する面と接合されているとともに、緩衝
部３３において第５主面３Ａの反対側に位置する面と接合されている。
【００４１】
　緩衝部３２の熱膨張率は、緩衝部３１の熱膨張率よりも大きく、緩衝部３３の熱膨張率
よりも小さい。緩衝部３１の熱膨張率は半導体素子１の熱膨張率以上であり、緩衝部３３
の熱膨張率は外部電極２の熱膨張率以下である。すなわち、半導体素子１の熱膨張率≦緩
衝部３１の熱膨張率＜緩衝部３２の熱膨張率＜緩衝部３３の熱膨張率≦外部電極２の熱膨
張率である。
【００４２】
　このような構成を備える実施の形態２に係る半導体装置は、実施の形態１に係る半導体
装置１００と比べて、半導体素子１と緩衝部材３（緩衝部３１）との熱膨張率の差、およ
び外部電極２と緩衝部材３（緩衝部３３）との差をより小さくすることができる。そのた
め、実施の形態２に係る半導体装置は、半導体装置１００と比べて、温度サイクル下にお
ける半導体素子１と外部電極２とを接合する接合部での異常発生がより効果的に抑制され
ている。
【００４３】
　実施の形態２に係る半導体装置においては、緩衝部材３を構成する緩衝部３１，３２，
３３の各熱膨張率の平均値を緩衝部材３の熱膨張率とよぶ。つまり、実施の形態２に係る
半導体装置では、緩衝部材３を構成する緩衝部３１，３２，３３の各熱膨張率の平均値が
、半導体素子１の熱膨張率および外部電極２の熱膨張率の平均値の－３０％以上＋２０％
以下であるのが好ましい。例えば、緩衝部３１の熱膨張率が半導体素子１の熱膨張率と等
しく、緩衝部３３の熱膨張率が外部電極２の熱膨張率と等しく、緩衝部３２の熱膨張率が
緩衝部３１の熱膨張率と緩衝部３３の熱膨張率の平均値（中間値）であるのが好ましい。
具体例として、半導体素子１を構成する材料がＳｉＣであり、外部電極２を構成する材料
がＣｕである場合、緩衝部３１の熱膨張率αが６．６、緩衝部３３の熱膨張率αが１６．
８、緩衝部３２の熱膨張率αが１１．７であるのが好ましい。このようにすれば、緩衝部
３１，３２，３３の各熱膨張率の平均値が半導体素子１の熱膨張率および前記外部電極の
熱膨張率の平均値の７０％未満または当該平均値の１２０％超えである場合と比べて、上
記熱応力をより効果的に低減することができる。
【００４４】
　なお、実施の形態２に係る半導体装置は、上述した半導体装置１００の変形例と同様の
変形例を採り得る。実施の形態２に係る半導体装置において、半導体素子１の熱膨張率が
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外部電極２の熱膨張率よりも大きい場合、緩衝部３２の熱膨張率は、緩衝部３３の熱膨張
率よりも大きく、緩衝部３１の熱膨張率よりも小さい。緩衝部３１の熱膨張率は、半導体
素子１の熱膨張率よりも小さい。緩衝部３３の熱膨張率は、外部電極２の熱膨張率よりも
大きい。すなわち、外部電極２の熱膨張率＜緩衝部３３の熱膨張率＜緩衝部３２の熱膨張
率＜緩衝部３１の熱膨張率＜半導体素子１の熱膨張率であってもよい。このようにしても
、実施の形態２に係る半導体装置と同様の効果を奏することができる。
【００４５】
　図６においてはＤＢＣ４および金属ベース板５を図示していない。実施の形態２に係る
半導体装置は、ＤＢＣ４および金属ベース板５を備えていてもよいし、備えていなくても
よい。いずれの場合であっても、実施の形態２に係る半導体装置は、温度サイクル下に置
かれた際にも、緩衝部材３を介して半導体素子１と外部電極２との間を接合している第１
接合部材１１および第２接合部材１２での異常発生が十分に抑制されている。
【００４６】
　今回開示された実施の形態および実施例はすべての点で例示であって制限的なものでは
ないと考えられるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求の範囲に
よって示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれるこ
とを意図される。
【符号の説明】
【００４７】
　１　半導体素子、１Ａ　第１主面、１Ｂ　第２主面、２　外部電極、２Ａ　第３主面、
２Ｂ　第４主面、３　緩衝部材、３Ａ　第５主面、３Ｂ　第６主面、４Ａ　第７主面、４
Ｂ　第８主面、５　金属ベース板、５Ａ　第９主面、５Ｂ　第１０主面、１１　第１接合
部材、１２　第２接合部材、１３　第３接合部材、１４　第４接合部材、３１，３２，３
３　緩衝部、４１，４２　銅部材、４３　セラミックス基板、１００　半導体装置。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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